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インタビュー

Interview

環境省　大臣官房環境保健部　環境保健企画管理課　化学物質審査室長
柳田　貴広 （やなぎだ　たかひろ）

環境中への残留性が高い PCB等の残留性有機汚染物

質（Persistent Organic Pollutants:POPs）については、国

際的に協調して POPsの廃絶、削減等を行う必要から、

2001 年 5 月に「残留性有機汚染物質に関するストック

ホルム条約（POPs条約）」が採択され、我が国も批准し

ています。

化学物質の審査及び規制等に関する法律（化審法）はこ

の条約の国内担保法の 1 つとなっており、この法律等

に基づき、ストックホルム条約の対象物質の製造・輸

入等が規制されることになります。

ここでは、ストックホルム条約の概要及び締約国会議

（COP）における最近の審議状況、また、条約での決定

を受けての最近の国内における動きについて紹介して

いきます。

はじめに

国内外における影響の大きさから、ストックホルム条約の動向からは目が離せないという読者の皆さまも多いのでは

ないかと思います。11 月号では、条約のあらましから条約の日本における担保法である化審法の状況まで、環境省 柳

田氏に解説していただきました。今月号も対面取材を避け、書面による質問への回答を掲載いたします。

「残留性有機汚染物質に関する
ストックホルム条約（POPs条約）」と
国内外の化学物質の取り組みについて

月刊 化学物質管理サンプル記事
ＨＰはこちらhttps://johokiko.co.jp/chemmaga/

https://johokiko.co.jp/chemmaga/
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Q. ストックホルム条約の概要について伺いたいと思

います。条約はどのような経緯から締結されることに

なったのでしょうか ? また、各国に求められる対応に

ついて教えてください。

1992 年 6 月の国際連合環境開発会議（UNCED、地球

環境サミット）において採択されたアジェンダ 21 の第

17 章は、海洋汚染の大きな原因となっている物質の

1 つとして「合成有機化合物」を挙げるとともに、こ

の問題への国際的な取組みを開始するための政府間会

合の開催を要請しました。

また、1995 年 10 月、ワシントンにおいて開催された

政府間会合では、特に早急な対応が必要であると考え

られる 12 の残留性有機汚染物質（POPs）の減少に向け

て、これらの物質の排出を規制するために法的拘束力

のある国際的な枠組を確立するよう行動すべきである

という宣言が採択されました。

これを受けて、1998 年 6 月から 5 回にわたって POPs

の規制に関する政府間交渉会議が開催され、2001 年

5 月にストックホルムで行われた外交会議において、

「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約

（POPs条約）」が採択されました。

我が国では、2002 年 7 月 14 日に国会にて承認され、

同年 8 月 30 日に条約締結、2004 年 5 月 17 日に 50 か

国の締結により条約が発効しました。2020年 3月現在、

我が国を含む 181 か国及び EU、パレスチナ自治区が

締結しています。

条約の概要は以下の通りです。

（1）目的
リオ宣言第 15 原則に掲げられた予防的アプローチに

留意し、残留性有機汚染物質（POPs）から、人の健康

の保護及び環境の保全を図る。

（2）各国が講ずべき対策
○ 附属書Aに掲げる物質の製造・使用の原則禁止及

び附属書Bに掲げる物質の製造・使用の原則制限

○ 附属書 Cに掲げる物質の非意図的生成物質の排出

の削減

○ POPsを含むストックパイル・廃棄物の適正管理

及び処理

○ これらの対策に関する国内実施計画の策定

○ その他の措置

・ 新規 POPsの製造・使用を予防するための措置

・ POPsに関する調査研究、モニタリング、情報

公開、教育等

・ 途上国に対する技術・資金援助の実施

なお、条約の和訳は、外務省HPに掲載されています。

h t t p s : / / w w w. m o f a . g o . j p / m o f a j / g a i k o / t r e a t y / p d f s /

t_020408.pdf

ストックホルム条約とは ?
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Q. 附属書 A/B/Cはそれぞれどのような役割を担って

いるのでしょうか ?

ストックホルム条約に基づく規制の対象となる物質に

ついては、「附属書A　廃絶」、「附属書 B　制限」「附属

書C　意図的でない生成」に区分されます。

附属書Aに掲げられた物質については、意図的な製造、

使用及び輸出入を禁止し、又は廃絶するために必要な

法的措置及び行政措置をとることとされています（条

約第 3 条 1（a））。

附属書Bに掲げられた物質については、意図的な製造、

使用及び輸出入を制限することとされています（条約

第 3 条 1（b））。

附属書 Cに掲げられた物質については、放出源の特定

及び特徴付けをし、これについて取り組むとともに、

この条約が効力を生じた後 2 年以内に行動計画を策定

し、実施するための措置をとることとされています

（条約第 5 条）。

Q. 残留性有機汚染物質（POPs）とは具体的にどのよう

な物質を指すのでしょうか ? 条約の対象となる化学物

質の性質について教えてください。

毒性が強く、残留性、生物蓄積性、長距離にわたる環

境における移動の可能性、人の健康又は環境への悪影

響を有する化学物質のことです。現在指定されている

物質は図表 1 の通りです。

規制対象となる物質は ?

図表 1　POPs条約の対象となっている物質一覧

1

α β

PFOA PFOA POPs
9 2019 4 5
HCB PeCB PCB A
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Q. 候補物質が提案され、実際に附属書の中へ収載さ

れるまでには、どのようなプロセスを経ることになる

のでしょうか ?

ストックホルム条約第 8 条では、附属書A/B/Cへの化

学物質の掲載の手続きについて定めています。フロー

図は図表 2 の通りです。

附属書A/B/Cに化学物質を追加する提案を行う締約国

は、「附属書D　情報の要件及び選別のための基準」に

基づき情報を提供することになります。基準を満たす

場合、「附属書 E　（リスク・プロファイル）に関する

情報の要件」に基づきリスク・プロファイルを作成す

ることとなります。残留性有機汚染物質検討委員会

（POPRC、加盟国の 31 人の専門家から構成）の審査の

結果、人の健康又は環境に関する重大な悪影響をもた

らすおそれがあると決定した場合、同委員会はすべて

の締約国及びオブザーバーに対し「附属書 F　社会経

済上の検討に関する情報」に定める検討に関する情報

を求め、その後、危険の管理に関する評価を作成しま

す。

同委員会はリスク・プロファイル、危険の管理に関す

る評価に基づき、締約国会議（COP）が当該物質を附属

書A/B/Cに掲載することについて勧告します。締約国

会議は勧告を考慮し、附属書A/B/Cの表に掲げ及び関

連する規制措置を特定するかどうかを予防的な様態で

決定します。

候補物質が附属書A/B/Cへ収載されるまで
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1. 工業省・産規局 /既存化学物質イン
ベントリーの概要

　タイ国は工業化学品管理マスタープラン（図表 13）

に基づき、ハザードベースから、リスクベースの管理

システム構築に向け、大きく舵を切りつつある。そ

の一環として工業省産業規制局（以下、「産規局」）は

2020 年 6 月 22 日、産規局が所管する既存化学物質

インベントリーデータベース（以下、「産規局インベ

ントリー」）をリリースした、と官報で告示した。こ

れによって従来から暫定運用されてきた Preliminary 

of Thailand Existing Chemicals Inventory（「PTECI」） 

B.E.2559 は廃止された。

　この産規局インベントリーには 11,474 件の化学物

質が収録されている（2020 年 8 月 31 日現在）。ただ

し、化学物質に関するデータの検証中が 3,869 件、未

だデータ収集中が 4,784 件であることから、鋭意整備

途上にあるようだ。以下、産規局インベントリーの主

要事項について解説を加える。

　なお、公衆衛生省食品医薬品局が主導し、制定過程

にある「化学品法」においても、産規局インベントリー

特
集
特
集
11

タイの工業化学品規制
既存化学物質インベントリーとタイ版・リスクマネジメントの動向

とは異なる既存化学物質インベントリーや化学物質ア

セスメント手法の構築等、化学物質のライフスクル全

般にわたる管理を志向しているが、本稿においては言

及しない。

1.1 産規局インベントリーへのアクセス

1.1.1　検索方法

　産規局インベントリー（図表 1）は、http://inventory.

diw.go.th/hazardous61/でアクセスできる。CAS番号や

化学物質名、分子式等を入力することによって、イ

ンベントリーへの収録の有無を確認することができ

る。また、現行有害物質法における有害物質のタイプ

（1～ 4）および新規に導入された「化学物質管理グルー

プ」はプルダウンメニューから選択する。なお、10 桁

のCAS番号はシステム上、入力できない。その場合は、

画面の左下に見える「Show」のプルダウンメニューか

ら「All」を選択し（図表 2）、全インベントリーデータ

を表示させ、「Search」ボタンを押すことにより、エク

セル形式で 10 桁の化学物質も収録の有無を確認でき

る。

HS-TECH ENGINEERING Co., Ltd.

橋本　真也（1）
（はしもと　しんや）

Sasiton Treeprak （サスィトン　トゥリープラック）

Sunisa Thammaphrot （スニッサ　タンマプロット）
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化化学学物物質質名名

化化学学物物質質管管理理ググルルーーププ

CAS番番号号

有有害害物物質質ののタタイイププ 

分分子子式式

図図表表11 DDIIWWイインンベベンントトリリーーののトトッッププペペーージジ

図表 1 　DIWインベントリーのトップページ

図表 2 　CAS番号が 10 桁の場合の検索方法



3Chemical  Management　2020. Nov

1.1.2 検索結果の見方

　図表 3 に分子式 C6（炭素数 6）での検索結果（10 件表

示）を示した。「有害物質のタイプ」とは、現行有害物

質法における 4 種類の有害物質の区分を示している。

「化学物質管理コード」の見方は、図表 5 を参照され

たい。「有害物質のグループ」および「有害物質のタイ

プ」に示された「*」や「-」については、データの収集

中あるいはデータの検証中と考えられるが、それらの

進捗状況等を示して、利用者の便宜を図って欲しいと

ころだ。 

1.2　産規局インベントリーに収録された化学

物質

　図表 4 に産規局インベントリーに収録された物質

数と化学物質管理を示した。例えば、「高懸念物質

（CHC）」は、有機系が 4 物質、有機 /無機の記載がな

い物質が 15 物質。一方、「低懸念物質（LCC）」は、有

機系で 10 物質、有機 /無機の記載がない物質が 267 物

質、無機系が 2 物質、ポリマーが 1,706 物質であった。

分子式 
化 学 物 質
管理コード

有 害 物 質
のタイプ

シリアルナンバー

有 害 物 質
のグループ

説
明
な
し

 

懸念物質のグループ

プルダウンメニューから、検索結果の
表示件数を選択 

図表 3 　C6 での検索事例
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はじめに

　化学物質を取り扱う工場では、漏洩、火災、爆発、

反応暴走などの事故リスクが存在する。更に化学物質

の漏洩や接触が人体に与える労働災害リスクも存在す

る。

　これらの事故や災害を防ぐためには、事故が起こる

メカニズム、物質危険性のみならず過去の事故災害事

例から知り得た教訓を知っておく必要がある。

　化学産業が始まってもう 100 年が経つ。100 年の間

に化学物質の管理に影響を与えた事故事例も多い。特

に 20 世紀後半には、高度経済成長の歪みが色々な形

で噴出した時期ともいえる。

　1992 年にブラジルのリオデジャネイロで地球環境

問題に関する論議が行われた。これを受け日本でも

PRTR法などの法整備が行われてきた。10 年後の 2002

年に南アフリカのヨハネスブルグで行われた 2 回目の

地球サミットでは各国の化学物質の管理能力の向上が

うたわれている。本稿では化学物質管理に関して国内

外の動きを年代別に整理しながら、皆さん方に知って

おいて欲しい化学品管理に影響を与えた事故事例や教

訓を紹介する。

特
集
特
集
22

重大事故の教訓から学ぶ
製造事業所の化学物質管理

1. 化学工場でなぜ事故や災害が起こる
のか

　世の中に存在するのは「危険」である。「危険」なこ

とだらけなのである。事故や災害が起こるのは、危険

源と呼ばれる「危険なもの」や「危険なこと」が関係し

ている 1）。

　化学物質を取り扱う工場や研究所に存在する危険源

は大きく分けて二つある。一つは、工場・研究所その

ものに存在する直接的な危険源。もう一つは、工場・

研究所の外的要因である間接的な危険源だ。

　工場・研究所そのものに存在する直接的な危険源は

三つある。「物質危険性」、「人」、「設備」が主要な危険

源と考えることができる。化学物質が存在する限り、

物質危険性という危険源が常に存在するからだ。

　次に、化学物質を取り扱うのは人だ。人は、ミスを

することがあるから人そのものが危険源になる。工場

であれば、設計する人がミスを犯すかもしれない。装

置を運転操作する人も判断ミスや操作ミスをする可能

性がある。装置を修理する人もミスをする可能性があ

る。研究所であれば、実験で人がミスを犯すかもしれ

ない。

　また工場・研究所は人の力だけで運転操作や研究を

しているわけではない。機械の力を借りることにな

る。すなわち、工場・研究所には、運転装置や実験設

備などの「設備」というものが存在する。「設備」は要

半田化学プラント安全研究所

代表　半田　安 （はんだ　やすし）
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求機能通りに動いていればよいが、故障すればそれは

危険源となる。突発的な故障は、事故につながってし

まうからだ。

　危険源はその他にも、工場・研究所に突然外部から

襲いかかる「外乱」と呼ばれるものがある。急に電気

が来なくなる「停電」、冷却水、蒸気や空気が急に止

まるような事態だ。いわゆる共通的な用役が停止する

などの外乱だ。地震や台風などの自然災害も外部から

襲いかかる危険源だ。イメージ的に表すと図表 1 のよ

うな形で危険源を表現することができる。

© Yasushi Handa

人人

物物質質危危険険性性

設設備備

事事故故のの引引金金（（危危険険源源））

外外乱乱（（停停電電やや天天災災））

工工場場・・研研究究所所内内

危険源が存在するから事故が起こる
① 物質危険性を知らないか
甘く見る

② 人（個人 組織）のミス
＜判断や操作ミス＞

③ 設備（機械）が壊れるか
安全設備が不十分

④ 停電などの外乱や
地震などの天災

© Yasushi Handa

図表 1　工場・研究所に存在する危険源

2. 化学品管理に影響を与えた重大事故
や時代の変化

2.1　日本国内での出来事

2.1.1　1920 年代

（1） 高圧ガスを取り締まる法律ができたきっかけの事

故

　今から約 100 年前の 1918 年に東京の住宅街を走る

道路でアンモニアのボンベを載せた荷車が走ってい

た。突然ボンベが破裂して、近くを歩いていた小学生

2 名が即死したという痛ましい事故がある 2）。

　この時代、容器に入れた高圧ガスの破裂事故が多発

していた。高圧の気体に関する法的な規制がまだな

かったからだ。まだまだ管理という概念があまりない

時代であった。

　この悲惨な事故を契機として 1922 年に「圧縮瓦斯

及液化瓦斯取締法」（現在の高圧ガス保安法の前身）と

いう法律ができた。高圧のガスを管理するようになっ

たのが今から 100 年前だ。

　化学物質を管理するという考え方としては、「高圧

の気体や液化ガス」を規制する法律が最も古いといえ

る。

（2） 関東大震災で混触事故が多発

　1923 年 9 月に関東大震災が起きた。この地震で、

東京の大学実験室などで多くの火災が起きた。図表 2

のように化学薬品を入れた瓶が割れて化学薬品が混ざ

り合ったことが原因だ。

　化学物質は、種類の異なる物質を混ぜると危険なこ

とが起こる｡「混触反応」という現象だ。「混ぜると危

険」という危険源は、今から 100 年も前にわかってい

る現象だが、いまだに混触反応が原因の事故はなく

なっていない。

　世の中で起こる化学物質などによる事故は決して目

新しい事故ではない。同じような事故が、場所を変え

て繰り返し、繰り返し起きているというのが現実だ。

過去に起こったことを学ばなければ事故は防げないと

いうことだ。

　化学品を管理する者は「混ぜると危険」ということ

をもっと啓蒙して欲しい。

図表 2　地震による薬品火災

2.1.2　1930 年代

　化学物質は火気厳禁ということを教えてくれた事故

がある。1939 年に東京で死者 32 人重軽傷者 245 人と

いう事故が起きている。図表 3 のように大型トラック

の荷台に載せたセルロイドという燃えやすい化学物質

に火がついたのが原因だ。トラックの運転手は納入先

の工場に着き、トラックの近くでたばこをくゆらし休
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憩していた。その日は風が強く、たばこの火が荷台の

可燃物にあっという間に燃え広がった。強風のせい

で、火の回りが早く多くの人が犠牲になった事故だ。

数百メーター離れた他の工場にも延焼し、そこに保管

されていた燃焼性の高いマグネシウムという物質に火

がついたことで大火災となったのだ。

　当時は、化学物質を扱うときの火気厳禁という管理

はまだ徹底していなかったのだろう。今でこそ消防と

いう組織が独立してあるが、当時は警察の機能の一部

として消防業務が存在していた。当然、危険物管理は

今のように厳密に行われてはいなかったから、このよ

うな大惨事が起こったのだろう。

　化学物質による火災での「防火管理」の必要性につ

いて考え始めた事故でもある。

図表 3　火気厳禁

2.1.3　1940 年代　

（1） 消防法が制定され、戦後消防機能が独立

　1948 年 3 月に消防庁という組織ができるまでは、

地元の警察署が危険物の管理や消防機能を請け負って

いた。

　ところが、当時日本を統治していた GHQ（General 

Headquarters）が法や行政組織の見直しを行った。その

結果、欧米のように危険物管理や消防という機能を警

察から独立させたのだ。これにより、化学品の中でも

危険物管理に関して独立の行政機関が管理する体制が

整えられた。

　しかし、1948 年 8 月に消防法が施行され、消防庁

という全国的な組織ができたものの、現実の危険物管

理はまだ市町村の消防機関にゆだねられていた。いわ

ゆる地方の消防署が危険物管理規制をバラバラに行っ

ていたというのが実態だ。

　危険物の規制が全国統一で定められるようになって

行くには 11 年もの歳月がかかった。コンビナートが

日本で動き始めた 1959 年の消防法改正時点から全国

統一の危険物規制が始まった。危険物の規制数量な

ど、やっと国ベースで定めるようになったのがこの時

代だ。

2.1.4　1950 年代　戦後の復興期

　製油所の復興に始まり、化学工場が全国で立ち上が

り始めた。1958 年には石油化学コンビナートが日本

でも立ち上がり、石炭化学から石油化学へと時代は

移っていった。化学物質の種類や取扱量が急激に増え

始めたのがこの時代だ。

（1） 高圧ガス取締法制定

　高圧ガスに関する規制は今から 100 年前の 1922 年

に「圧縮瓦斯及液化瓦斯取締法」に始まる。当時の主

な規制対象ガスは「アセチレン」というガスだった。

アセチレンは石炭と石灰から製造できる便利な物質

だ。燃料として燃やして、灯火として利用することも

できる。化学物質の原料にもなるものだった。

　石油化学が始まる前の有機合成化学はアセチレンを

基礎原料にしていた。このことから、主にアセチレン

工業を法は規制していた。

　1950 年に国は、高圧ガスの利用拡大や石炭から石

油への時代に対応して高圧ガス取締法という新たな法

を制定した。石油化学の時代に対応し高圧ガスに関連

する法整備が行われたのがこの時代だ。

（2） 化学物質による公害問題が発生

　日本では、1950 年代後半より 1960 年代にかけて公

害という問題が発生してくる。経済の急速な発展で工

場から出る排水や排ガスなどの廃棄物が増えたことが

原因だ。当時も廃棄物を規制する条例は存在した。と

はいえ政治的にも経済発展を優先させていた時代であ

るため、市町村や県という行政側もそれほど強い規制

はかけられなかったというのが実情だ。
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はじめに

　2010 年、国際海事機関（IMO）の招集する国際会議

において「危険物質及び有害物質の海上輸送に関連す

る損害についての責任並びに損害賠償及び補償に関す

る条約（1996）」（1996 年 HNS条約）を改正する議定書

が採択された。この議定書により改正された条約が

2010 年HNS条約と呼ばれる。この条約は、有害危険

物質（HNS:Hazardous and noxious substances）の海上輸

送にともなう事故によって生じた損害について、その

被害者に適正な補償が迅速に支払われるようにするた

め、国際規則や手続きを統一するとともに、国際組織

として基金を設立して国際的な補償体制を構築するた

めに作られたものである。

　この条約の発効が近づいているのではないかとい

う観測の下、国土交通省海事局は、2018 年 1 月に

「2010 年の HNS条約の国内法制化に関する検討委員

会」を設立し、この条約を批准した場合に生じる我が

国への影響等について検討を行ってきている。

　ここでは、この 2010 年HNS条約の概要とその発効

に向けた動きを紹介するとともに、発効した場合の我

が国の化学業界への影響について考察する。

1. 2010年HNS条約の概要 1）

1.1　船主責任制限―理解の前提として

　2010 年HNS条約の概要を説明する前に、海上運送

の分野では、船舶所有者、船舶賃借人、用船者等（こ

こでは「船主」と呼ぶ）の責任制限、すなわち、船主及

びその被用者が、船舶上で又は船舶の運航に直接関連

して生ずる人の生命、身体に対する損害、船舶以外の

物の滅失、損傷による損害についての責任を制限する

ことができるということが、国際的に長く認められて

きたということを知っておく必要がある。これは海上

は危険が多く、航海中の船員の行為について船主がコ

ントロールすることは困難である上、一旦ミスによる

海難が発生した場合、損害が巨大になり、国の経済を

も担っている船主の存立にも影響するためである。

1.2　特徴―基本的枠組み

　2010 年HNS条約の基本的な仕組みは、民事責任条

約と基金条約で構築された油濁損害に関する賠償・補

償とほぼ同じである。ただし、2010 年HNS条約は一

本の条約であり、油濁損害の場合のように、民事責任

条約の部分（すなわち、船主の責任に関する規則）だけ

2010 年HNS条約発効の影響

（公益）日本海事センター　企画研究部
主任研究員　中村　秀之 （なかむら　ひでゆき）

有害危険物質の海上輸送にともなった損害についての条約であるHNS条約を日本海事センター、中村様に解説

いただきます。責任の所在や賠償など詳しく説明いただきましたので、ぜひ一読ください。

F cus
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リレー連載

～　各社の化学物質管理　～

第 52回

澁谷工業における
化学物質管理の取り組み

澁谷工業株式会社　メカトロ事業部　医療機本部

技術統轄部　技術管理部

竹内　誠 （たけうち　まこと）

技術統轄部　技術管理部

岡本　和平 （おかもと　かずへい） 

品質統轄部　品質システム管理部

　中村　由香里 （なかむら　ゆかり）

はじめに

　当社はパッケージングプラント事業、メカトロシス

テム事業、再生医療システム事業、農業設備事業など

で構成される（図表 1 参照）。共同著者はメカトロシス

テム事業（澁谷工業株式会社　メカトロ事業部、株式

会社根上シブヤ、株式会社カイジョー含む）のメカト

ロ事業部　医療機本部にて化学物質管理業務に取り組

んでいる。

　本稿では、当社における化学物質管理体制、メカト

ロ事業部の取り組み（ISO14001 に基づく化学物質管

理）、そして、医療機本部の取り組み（製品含有化学物

質管理）について紹介する。
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リレー連載　各社の化学物質管理

1. 当社の歴史及び事業紹介

1.1　当社の歴史

　当社は、1931 年に「澁谷商店」として創業し、第 2

次世界大戦を経て、1949 年に澁谷工業株式会社を

設立した。ボトリング専業メーカとして走り出し、

25 年後には国内トップメーカに成長した。その後は

東証 1 部上場や、ボトリングシステム以外の事業へ

の進出を行うなど、幾多の試練を乗り越えながら、

来年には創業 90 周年の節目を迎えようとしている。

2019 年 6 月期の連結売上高は 1,086 億円、従業員数

は 3,537 名である。グループ企業と共に、連結売上

2,000 億円を目標に邁進している。

　ボトリングシステムとは、容器に液体を充填し、

キャップを付け、ラベルを貼る装置の集合体のことで

ある。日本酒、ビール、焼酎、お茶、ジュースなど、

普段皆様が飲まれている商品は、当社の装置で充填・

包装されたものが多い（写真 1、写真 2 参照）。

　身体に摂取する製品を扱うため、有害な物質が混入

することがあってはならない。こうした点でも、規格

や基準を満足するだけでなく、より安全に気を配った

製品づくりを心掛けている。

写真 1　容器に液体を充填する装置

パッケージング
プラント事業

メカトロ
システム事業

エコ設備

◦ケーシングシステム
◦パレタイジングシステム

ボトリングシステム

包装システム

製薬設備システム

エンジニアリング

◦ロボットシステム
◦カップ充塡シールシステム
◦パウチ充塡シールシステム

◦医薬品製造システム
◦バリデーション
◦アイソレータ＆滅菌システム

◦プラントエンジニアリング
◦病院設備エンジニアリング

◦レーザ切断加工システム
◦レーザ熔接システム
◦ウォータジェット切断加工システム
◦水素ガス切断加工システム/水素ガス発生装置
◦CBNワイヤカッティングシステム
◦レーザ関連システム
◦油圧プレス

工作加工システム

半導体/電池製造システム

◦半導体実装装置
◦半導体用検査装置
◦LiB電極材スラリー製造システム
◦超音波発生装置

医療・医用機器

◦透析関連装置
◦医療用レーザ
◦UV治療器
◦滅菌器
◦肌画像解析システム

洗浄/環境設備システム

◦各種洗浄・剥離システム
◦超音波洗浄装置
◦有機性廃棄物乾燥システム
◦PETボトル減容機

活躍するフィールドを拡げ続けるシブヤ

農業設備システム

◦選果・選別システム
◦白ねぎ選別システム
◦品質検査システム
◦土壌分析システム

農業設備

澁谷工業
シブヤマシナリー
シブヤホップマン

澁谷工業

シブヤ精機

シブヤマシナリー

澁谷工業
根上シブヤ

澁谷工業
カイジョー

澁谷工業

澁谷工業
シブヤマシナリー

エンジニアリング

製薬設備

包装設備

ボトリング設備 切断・熔接・
加工設備

半導体/電池
製造設備

医療機器
食品加工設備

食品加工システム

◦過熱水蒸気式焼成機
◦超高圧加圧処理装置

シブヤマシナリー

澁谷工業
シブヤ精機
シブヤパッケージングシステム

農業設備
事業

再生医療
システム
事業

その他の
事業

再生医療システム

◦細胞培養アイソレータ
◦ロボット自動細胞培養システム
◦バイオ3Dプリンター
◦細胞培養加工

澁谷工業

再生医療

◦充塡システム
◦キャッピングシステム
◦ラベリングシステム

◦ポリ製袋装着機
◦製函・包装システム

図表 1　シブヤの事業概要




